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【平成7年度卒業論文レジュメ】

『日米の大学における学生評価め考察』

岩　下　丈　夫
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〈概　　要〉

　この論文では，現在日本の大学で行なわれて

いる自己評価，とくに学生評価に注目し，学生

評価を行なう際に日本の大学が参考にし，学生

評価に関しては日本よりも長い歴史をもつアメ

リカの大学の例を参考にしつつ，現在の日本の

大学の学生評価についての問題点を明らかにする。

　第1章の第1節では，日本の大学の自己評価

の経緯にふれた。日本の大学の自己評価の経緯

には，大きな特色がある。それは，日本の大学

の自己評価の経緯を批判する際によく使われる

言葉である，「上から押しつけられた形で日本

の学生評価は行なわれた」というものに集約さ

れている。現在多くの大学で自己評価が行なわ

れているが，その最も大きなきっかけとなった

のは，大学を取り巻く状況の激変とも言える変

化を受けて，1994年に大学設置基準が大綱化さ

れ，自己評価が努力義務とされたことである。

それ以前にも自己評価を行なっている大学はあ

ったのだが，それの数は数える程しかなかった。

大学の活動を自らが評価するという，大学の自

主性が尊重されるべき自己評価が半ば強制的に

導入されたことは，日本の大学の自己評価に大

きな影響を与えているのではないかと考えられ
る。

　第2節では，筆者が収集した全国の大学の自

己評価報告書などをもとに，自己評価の現状に

ついてふれた。現在の自己評価は，ほとんどの

大学で「自己評価委員会」のような専門の委員

会を作り，その中での議論や調査を通して進め

られている。そしてその目的は社会からの期待

に応えるということをあげている大学が最も多

数を占めている。そしてその対象は教育活動の

分野に限ってみても，講義の状況から施設の現

状などまで非常に多岐にわたっている。しかし

全体的に，自己評価においてその基準でもあり，

目的でもある教育目標が軽視されている。例え

ば，自己評価の際の基準も，法律などの外部の

基準や，基準そのものがあいまいだったりする

ことが多い。しかし，（ここからは第3節でふ

れていることだが），そもそも自己評価の中で

の教育目標というのは非常に重要なものであ

る。教育目標を通してのみ，大学は自己評価の

際にそれぞれの実情にあった独自の視点に立

ち，それぞれの大学にあった教育活動をめざす

ことができるからである。しかるに，教育目標
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が軽視されているという現在の状況は大いに問

題があるといえるであろう。

　第2章第1節では，日本の大学で行なわれて

いる学生評価の現状についてふれた。現在の学

生評価は，設問数などの違いはあるもののすべ

て学生に対するアンケート調査という形で行な

われている。その領域は講義に関することから

施設に関すること，学生生活に関することまで

非常に多岐にわたっている。その特色としては，

学生が大学の現状にどの程度満足しているかを

問う設問が多いことがあげられる。もうひとつ

はすべての学生評価が，アンケート調査という

単一の手法で行なわれているところである。

　第2節では，自己評価の中での学生評価の位

置づけにふれた。現在の学生評価は学生のニー

ズを知るための一資料として扱われている。毒

らにその対象にしているのは教官個人ではな

く，大学の組織体としての教育活動であり，個

人的な評価には使われていない。しかし，国際

基督教大学のようなユニークな実践もあるの

で，学生評価の限界を考慮に入れながら，最も

よい位置付けを探っていくべきであろう。（こ

こからは第3節の内容なのだが）しかし，現在

の日本の大学において，学生評価の手法が単一

のものしか行なわれていないというのは非常に

問題である。現在学生評価の信頼性などについ

ての議論が盛んに行なわれているが，学生評価

の手法はアンケートだけではない。そのことを

考えれば，学生評価の手法が単一であるという

ことは信頼性の議論に関しても，日本の大学に

おける学生評価の発展という観点からも問題で

あろう。

　次の章では，アメリカの大学における学生評

価についてふれた。日本の大学が学生評価を行

なう際に大きな影響を与えた実践をここで見て

いくことは重要だからである。アメリカの学校

での学生評価は1960年代以降から学生の要求も

あってさかんに行なわれるようになった。それ

から現在まで，その信頼性や妥当性に関して，

またその領域や内容についての研究が深めら

れ，実践が積み重ねられ，現在では学生評価は

教育効果を計る際の最も重要な資料の一つにな

っている。さらに，現在の学生評価の実践につ

いてみてみると，まずその領域に関してみてみ

れば日本での実践もアメリカでの実践もほぼ同

じものになっている。しかし，その手法に関し

てみてみれば，大きな違いがある。日本の大学

での学生評価の実践の手法が単一のものである

というのは既に述べたが，アメリカの大学の場

合，さまざまな手法を効果的に使い分けている。

アンケート調査を行なっているのは日本の場合

と同様だが，その外にもインタビューを行なっ

たり，テストの成績を利用したり，これは学生

評価とは言えないかもしれないが，自己評価の

議論のなかに学生を参加させたりもしている。

アメリカの大学はこれまでの実践や学生評価に

ついての研究を元にして，それぞれの手法を学

生評価の対象領域にあわせて選択している。

　アメリカの大学で行なわれている学生評価と

日本の大学でのそれとは異なる点がいくつもあ

る。まずその歴史の長さがまったく違うし，そ

の位置づけや重要性，そして今まで述べてきた

手法の面での違いなど数多くの違いがある。そ

れを無視してアメリカの大学の学生評価を模倣

しても日本の大学に根づくことはないだろう。

しかし，学生評価の手法の多様性という点に関

しては大いに参考にするべき点がある。アメリ

カの大学は最：も自校の状況にあった形の学生評

価を行なっている。非常に多様な性質をもつ日

本の大学も，自己評価にとって有益な学生評価

を行なおうとするならば，自校の状況に最もあ

った形で行なわなければならない。それは領域

的にも手法的にも多様なものとなるだろう。

　学生評価の重要性はこれからより大きいもの

となるだろう。いま日本の学校に求められてい

るものは模倣ではない，独自の視点に基づいた

学生評価であり，自己評価なのではないだろう
か。

〔主な参考文献〕

・喜多村和行　　『新版大学評価とは何か一自己

　点検評価と基準認定』　野営堂　1993年

・天野勲編　　『IDE現代の高等教育Nα363

　1995年7－8，月号鈴民主教育協会誌　1995年

・Braskamp，　Larry　A　『Evaluating　teaching

　effectiveness』Sage　Publications，　Inc　1995年

・広島大学・大学教育センター　『大学自己評
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・その他，39校の大学の自己評価報告書
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【概　要】

《はじめに》今日のわが国においては，学校週

五日制の導入や生涯学習体制への移行が叫ばれ

るようになり，学校はそのなかで積極的な役割

を果たすためにも，従来ともすれば指摘されが

ちであった地域社会に対する閉鎖的な体質を見

なおし，学校を地域社会に対して開かれたもの

とする必要性が生じてきた。この場合における，

学校を地域社会に開くということは，単なる学

校施設の地域社会への開放という範囲に留まる

ものではなく，その経営においても積極的に家

庭や地域社会と協働するという意味合いを含む

ものである。ただ，そのための具体的なプロセ

スや体制づくりといったものは，日本では依然

として明らかにされていない状況にある。

　そこで本論文では，そうした学校を地域社会

に対して開いていく体制づくりといった点につ

いて進んだものをもっているアメリカの実践，

とりわけ学校と企業のパートナーシップに目を

向けることにした。1980年代以降のアメリカに

おいては，地域社会の一員として地域の学校教

育に対しても貢献しようとする企業と学校の間

でパートナーシップと呼ばれる盟友関係が広く

結ばれ，地域社会の豊かな教育資源を取り込ん

でいく学校教育の体制づくり，あるいは組織化

が行なわれるようになってきている。そうした

学校と企業のパートナーシップの組織化につい

て考察し，わが国において学校を地域社会に対

して開いていくための方策を得る手がかりとす

ることを本論文の目的と捉えた。

《第1章》　この章においては，アメリカで学校

と企業のパートナーシップを生み出してきた歴

史的背景について検討した。まず，アメリカの

学校においては，地域社会のボランティアが学

校運営を支えてきたこと，学校と企業の間には

職場実習体験を主な目的とした協力関係があっ

たことという，2点の独自の伝統があることに

着目し，これらを学校と企業のパートナーシッ

プを生み出す基盤となるものとして位置付けた。
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　そして1980年代のアメリカにおいて，公立学

校の荒廃を背景として学校と企業のパートナー

シップが芽生えてくることになるわけだが，そ

こではその主導的な役割を果たしたものとし

て，連邦の主に法制化による一連のイニシアチ

ヴを取り上げた。すなわち70年代後半からの深

刻な財政破綻のなかで，連邦は財源に乏しい状

態で教育改革をすすめなければならず，改革に

あたって多くの財源を必要としない学校と企業

のパートナーシップをその原動力として注目

し，推進したことを指摘した。またその一方で，

全米の各地域社会の草の根的なレベルにおい

て，前述した基盤のうえにたった学校と企業と

の新たな協力関係が芽生えっっあったことも，

学校と企業とのパートナーシップが広く全米規

模で取り組まれるようになる要因であったこと

を指摘した。

《第2章》　ここではまず最初に，学校と企業の

パートナーシップについては…定の定義付けを

行なうことができるものの，それが地域社会の

違いによって様々な形態を取り得る可能性のあ

ることを明らかにし，さらに学校と企業のパー

トナーシップには実際にどれほどの広がりがあ

るのかについて，活動の内容と組織形態の点か

ら捉えてみた。

　そしてそのことを踏まえて，現場レベルで学

校と企業の双方が，パートナーシップから実際

にどのような利益を受け取ることができるの

か，あるいはそうしたパートナーシップを開発

していく上での障害となるものは何かについて

考察を試みた。その結果，パートナーシップの

利益について，学校はパートナーシップのプロ

グラムから生まれる利益をそのまま受け取り，

企業はそうして改善された学校からでてくる質

の高い労働力という形で利益を受け取る傾向が

あることが明らかになった。一方パートナーシ

ップを開発する上での障害としては，学校の官

僚制の問題，学校と企業のそれぞれの持つ文化

の違いから生じる誤解があり，また無計画な

パートナーシップのプログラムづくりも障害と

なりうることを明らかにした。

《第3章》第3章においては，前章で述べた利

益を最大限に取り入れ，障害を最小限に避けな

がら成果のある学校と企業のパートナーシップ

を開発していくための組織化の過程について，

全体としてのパートナーシップ開発との関わり

のなかで検討した。そして効果的な組織化が，

組織構造の編成を主な課題とした計画段階，人

材の配置や微修正によって組織構造を維持して

いく実行段階，評価に基づく組織の再編成を課

題とする評価段階といった，一連のマネジメン

トサイクルをもったものであることを指摘し

た。そして最終的に一連の組織化によって，参

画者全員に対して協働の基盤を保障していくこ

とが，全体としてのパートナーシップの開発を

支援するものとなることを明らかにした。

　最後に，本論文の全体を通じて，日本におけ

る学校を地域社会に開く作業に対して，アメリ

カの学校と企業のパートナーシップから得るこ

とができた，以下の2点の手がかりについてま

とめた。まず第1点としては，学校と地域社会

においてパートナーシップを組もうとする集団

との「組織化」に，学校を開いていくことの成

否を握る大きな鍵が隠されているということを

指摘した。そして第2点としては，そうした組

織化の過程は計画・実行・評価のマネジメント

サイクルを必然的に含んでいなければならない

ことを挙げた。

【主要参考文献】

・国立教育研究所『学校と地：域社会との連携に

　関する国際比較研究　中間資料集（1）』1995

　年。

・Otterbourg，　3c力ool　P∂r孟ηθr3カ・ウ）5　　1faη4一

　わoo必，　Englewood　Cliffs，　N．　J．：Prentice－

　Hall　Inc．，1986．
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小学校低学年「生活科」のカリキュラム

経営開発に関する一考亀

木　寺　亮　太

　　　　　【目　次】

はじめに

第1章　生活科の背景

　第1節小学校低学年の教科構成と生活科

　第2節生活科のねらい

第2章　生活科カリキュラムの経営

　第1節生活科の教科内容

　第2節生活科カリキュラムの経営とその評価

　第3節生活科カリキュラムの経営の分析視点
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　第1節徳島市立内町小学校の事例

　第2節長崎市立橘小学校の事例

　第3節生活科カリキュラムの合理的経営

あとがき

【概　要】

《はじめに》　　ここではまず題目の設定理由と

論文の構成を明らかにした。生活科は平成4年

度4月に全国の小学校低学年において一斉にそ

の授業が開始された。生活科の新設は戦後のわ

が国の小学校教育において，道徳の特設につづ

く教科の大改編であり，小学校教育さらにはわ

が国の義務教育全体のあり方に問題提起するも

のとして注目されている。しかし，生活科に関

する先行研究はそのカリキュラムの内容に関わ

るものが多く，そのカリキュラムを支える諸条

件整備活動に関する研究は立ち後れている。そ

こで本論文は生活科のカリキュラムの経営に焦

点を当て，具体的にどのような分析視点が考え

られ，それを実践事例に適用することにより，

カリキュラムの合理的な経営はどういうもので

あるか，を検討することを目的とした。

《第1章》　本章では生活科カリキュラムの経

営を具体的に分析していくために，生活科の教

科としてのねらいとはどういうものなのかを明

らかにすることを目的とした。

　第1節ではわが国の戦後教育において初めて

質的転換を図ろうとした中教審46答申以後，生

活科が新設されるまでの諸答申，報告を具体的

に検討した。結果として小学校低学年において

は，内容教科といわれる社会科，理科が低学年

児童の未分化な発達段階を十分に考慮されてい

ない，改善の余地があるという指摘をされ続け

てきたことが明らかとなった。

　第2節では現行学習指導要領及び生活科指導

書をもとにして生活科の教科目標を分析した。

その結果，生活科の新設は同時に社会科と理科

の廃止を伴ったが，従来の小学校低学年におけ

る社会科及び理科の内容を学習形態を机上学習

から「具体的な活動や体験を通す」と変えるか

たちで児童に習得させ，その学習活動の中には

国語や音楽，図画工作といった他教科の領域も

含まれ得る可能性をも十分にもっていることが

判明し，学問的に系統付けされない教科として

の特色を指摘した。また生活科の究極的目標で

ある児童の「自立への基礎を養う」ことは児童

が受け身ではなく主体的，自発的な学習を展開

することよって達成されるべきことであること

も併せて主張した。さらに「生活上必要な習慣

や技能を身に付けさせ」るという目標の背景に

は，最近の小学校児童の生活習慣形成に問題が

あることを指摘した。

《第2章》　本章は生活科のカリキュラム経営

に対する具体的な分析視点を定めることを目的
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とした。

　まず第1節では前章で明らかにした生活科の

ねらいをもとに定められた教科内容を現行学習

指導要領及び生活科指導書などを資料として検

討した。その結果，教科内容の構成に関しては

内容選択の視点があり，学習活動における「具

体的な活動や体験」とは手段としてだけでなく，

それ自体が内容でありかつ目標であることが判

明した。さらに第1章から第2章第1節までを

検討した結果，生活科はその年間指導計画作成

や授業において，各学校の力量が左右する部分

が多大であるため，研究の積み重ねが不可欠で

ありそのためにも生活科のカリキュラム経営の

概念を明確にする必要があることを主張した。

　これより第2節では生活科のカリキュラムの

経営を評価する際の具体的分析視点と関わっ

て，生活科のカリキュラム経営におけるP－D

－Sサイクルと4Mの関係を図解し生活科カリ

キュラムの経営のパラダイムとその評価の根拠

を明確にした。

　第3節では第2節をもとにしてP－D－Sサ

イクルの各段階にわけ，具体的なカリキュラム

経営の分析視点を考察した。まず，生活科カリ

キュラムの経営をカリキュラムの内容の編成

（P），実施（D），評価（S）という教育活動

の系列と，これらを支える諸条件（4M）整備

活動という経営活動の系列に二分し，次に各段

階における分析視点を設定した。具体的分析視

点として，カリキュラムの編成段階においては

学校教育目標を考慮したか否か，また校内にお

ける組織づくり，運営，実施段階においては担

当教師の指導力量，児童の授業に対する意識，

評価段階においてはカリキュラムの内容と児童

の学習効果との結びつき，などが挙げられる。

《第3章》　本章ではまず生活科の先進校であ

る2校の研究開発学校における研究の取り組み

を紹介し，これを第2章第3節で考察した分析

視点に照らし合わせて分析し，カリキュラムの

経営の評価を実施した。その後，第1章，第2

章も含めた総括として，生活科カリキュラムの

合理的な経営とはどういうものを指すのかとい

うことに関しての考察をした。都心部に立地す

るたもかかわらず校区内に豊かな自然が残る徳

島市立内町小学校と新興住宅地に立地し児童数

が増加し続ける長崎市立橘小学校の2校には学

校訪問を実施し，研究開発学校時代生活科の研

究をされた先生方にインタビュー調査を行なっ

た。分析の結果，模範的といえるこれらの学校

での取り組みは前章で作成した分析視点をほと

んど達成しており，設定した分析視点に基づく

カリキュラムの経営に対する評価は非常に高い

ものとなった。しかし研究開発学校時代以後に

出てきた予算：不足の問題，また当時から学校経

営レベルでその取り組みが不十分であった幼稚

園教育との連携，小学校第3学年カリキュラム

の考慮，そして各都道府県における管理職の人

事ローテーションの違いが管理職のリーダーシ

ップの発揮に与える問題，事故に備えての保険

制度の充実や獣医の委嘱の問題，教科書の内容

といった教育行政をも含め，その対策を立てる

べきことなど，今後の生活科カリキュラムの経

営において課題とされる点も残された。これら

の課題を踏まえ，改めて生活科カリキュラムの

経営には各学校だけでなく教育行政，地域，家

庭の連携体制が重要であることを指摘し，生活

科カリキュラムの合理的経営を，生活科の教科

目標を学校教育目標と絡めて実現していくため

に学校，行政，地：域，家庭が連携して効果を生

み出す体系的活動であるとした。そして各学校

の主体的な取り組みがこの連携を作り出す基礎

にあるのではないかという主張を最後に付け加

えた。

【主要参考文献）

　中期武昭著『スクールリーダーのための学校

改善ストラテジー』1991年　東洋館出版社

　永岡順，天笠茂編著『生活科と学校の経営』

1993年　東洋館出版社ほか
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四年制大学における養護教諭の養成に関する一考察

一エイズ教育における役割に焦点を当てて一

橋　本　いずみ

　　　　　【目　次】

はじめに

第1章　エイズ教育の現状

　第1節　わが国におけるエイズの現状及び対

　　　　　策

　　　1　わが国におけるエイズの現状

　　　12　わが国におけるエイズ対策

　第2節　エイズ教育の現状及び課題

　第3節エイズ教育の実践例と教師の役割

　　　1　一般教諭によるエイズ教育の実践例

　　　2　養護教諭によるエイズ教育の実践例

第2章　養護教諭の職務とエイズ教育における

　　　　役割

　第1節養護教諭の職務の変遷

　　　1　学校看護婦・養護訓導の職務の変遷

　　　2　養護教諭の職務の変遷

　第2節　エイズ教育における養護教諭の役割

第3章　大学における養護教諭の養成とエイズ

　　　　教育

　第1節　養護教諭養成の概況

　第2節　養成課程のカリキュラムとエイズ教

　　　　　育

おわりに

【概　要】

《はじめに》

　近年，児童・生徒の健康問題の変化により，

これらの問題の対処にあたる養護教諭の役割は

増加しつつあるが，その中のひとつに，性的体

験の早期化と関連したエイズ教育における役割

がある。わが国におけるエイズ教育は偏見差別

防止・感染予防を目的として始められたが，エ

イズ感染の報告例が少なかった当時は，それほ

ど積極的に取り組まれなかった。しかし1990年

代に入って報告例が急激に増加し，エイズ教育

の重要性が認識され始めた。これに従って，児

童・生徒の健康問題の対処にあたる養護教諭

は，従来の役割と比較して高度な役割を期待さ

れるようになったのである。

　養護教諭によるエイズ教育の実践には，一般

教諭による実践にはない利点が多いため，養護

教諭が期待されている役割を果たすかどうか

は，今後のエイズ教育の行方を占う重要な課題

である。従ってそのような役割を果たせるよう

な力量を育成する必要がある。そこで本稿では，

エイズ教育で期待される役割を果たせるような

養護教諭の育成が可能かどうか，養成の主流と

なりつつある四年制大学での養成を対象に検討

した。

《第1章》

　この章では，わが国におけるエイズの現状・

対策や，エイズ教育の現状・課題を把握した上

で，エイズ教育の現状の一つとして福岡市内で

の実践例を取り上げ，そこでの教師の役割を検

討した。わが国のエイズ感染の報告例は欧米諸

国と比較するとまだ少数にとどまっているもの

の，1991年から急激に増加し，感染爆発の可能

性が社会的にも認識され，様々なエイズ対策が

進められた。その中でも学校におけるエイズ教

育は，早い段階で行なえるという点や，体系化

できるという点から特に重要視されており，各

学校で積極的に取り組まれるようになった。し

かし，エイズ教育の詳細が教師の裁量に任され

ているために，性交やコンドームを扱うべきか
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という性教育・コンドーム教育の是非の問題，

エイズの恐ろしさだけを強調するいわゆるエイ

ズ「脅育」の問題などの指導内容や指導方法を

めぐる問題が起こっているのが現状であり，ま

た児童生徒の意識レベルの改善をも図れるよう

なエイズ教育を行なうことが今後の課題として

考えられている。この様なエイズ教育の現状の

一つとして，福岡市内の小学校におけるエイズ

教育の実践例を取り上げ，エイズ教育における

教師の役割を検討した。さらにエイズ教育にお

ける一般教諭の努力の限界を指摘するととも

に，エイズ教育の実践にあたっては一般教諭だ

けでなく養護教諭の役割が重要であることが明

らかになり，エイズ教育におけるその役割に焦

点を当てるべきことを指摘した。

《第2章》

　この章では，エイズ教育において求められる

養護教諭の役割についてわが国における養護教

諭の始まりである学校看護婦からその後制度化

された養護訓導までの職務変遷，戦後制度化さ

れた養護教諭の職務論の変遷をもとに検討し

た。養護教諭の職務が学校救急看護や集団の健

康管理であったのが，児童・生徒の健康問題の

変化に伴って，教育的機能が注目されるように

なり，1990年代に入ってエイズ教育の必要性が

叫ばれるようになった結果，エイズ教育におけ

る養護教諭の役割はこれまでの役割を総括する

ようなものが必要であることが明らかになっ

た。そのような養護教諭の役割について，内容

面と条件づくりの面に分けて分析した結果，内

容と関わっての情報収集の役割，条件づくりに

おける一般教諭及び地域との連携を取り結ぶ役

割，ある状況におけるリーダーとしての役割，

の3つをエイズ教育において求められる役割と

して挙げた。これらの役割から，内容面よりも

条件づくりの面において，しかもかなり高度な

役割が期待されており，そのような役割に対応

するだけの力量をいかにして身につけるのかと

いう点を課題として指摘した。

《第3章》

　第2章で指摘した課題について，四年制大学

での養成を対象にエイズ教育において期待され

る役割に対応できるような養成が行なわれてい

るかどうか検討した。養護教諭の養成は四年制

大学・短期大学・指定教員養成機関の3種類の

養成機関で行なわれ，短大での養成で量的需要

をまかなってきたが，今後は大学での養成が主

流になる傾向にあり，特に養護教諭養成課程で

の養成は唯一の専門課程として期待されてい

る。そこで，養護教諭養成課程をもつ8大学の

うちの1校，熊本大学教育学部養護教諭養成課

程のカリキュラムにおけるエイズ教育の位置付

けや，4年生へのインタビューをもとに検討し

た。その結果，大学も学生も授業展開や集団的

保健指導における実践のみを養護教諭の役割と

して捉えており，第2章で述べた様な役割は養

護教諭の役割として捉えられていないというこ

とが明らかになった。このことから，エイズ教

育において期待されている養護教諭の役割と養

護教諭の養成カリキュラムの間には大きなズレ

が存在していることを指摘した。

《おわりに》

　期待されている役割と養成カリキュラムのズ

レを修正するために，エイズ教育における養護

教諭の役割を見直すことや，養成カリキュラム

の見直し，改革が必要であることを指摘した。

【主要参考文献】

　小倉学『養護教諭一その専門性と機能一』東

山書房，1970年
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国際理解教育カリキュラムの

経営的アプローチに関する研究

森　崎　義　仁

【概　要】

（第1章）教育の国際化が叫ばれて久しいが，

それを主題にした小・中学校の現場レベルでの

実践は帰国子女の受入れや国際交流が主であっ

た。当然，これらの活動も重要ではあるが，国

際理解教育の目的を達成していくにあたり，そ

れが国際的資質・国際意識・国際感覚を酒養す

る素地となりうるかと言えばそうではなく，よ

り学校の教育活動の中に系統的に組み入れるこ

とが求められているのである。本来，国際理解

教育（国際教育）はユネスコ主導により世界中

に広まり，国内においても中教審・臨教審の答

申で国際化に対応した教育の必要性が述べられ

ている。特に，国際理解教育を定義づけする上

で重要な役割を果たしているのが，1974年のユ

ネスコ第18回総会で採択された国際教育につい

ての「国際理解と国際協力，国際平和のための

教育ならびに人権および基本的自由についての

教育に関する勧告」である。この勧告を国際理

解教育の観点から見るならば，「国際理解」教

育は国際教育の下位概念でありながら，国際協

力，国際平和，人権や基本的自由の尊重を目指

す教育と不可分一体を為すものと位置づけられ

ているのである。この勧告に加え，臨教審や様々

な研究の成果を考慮すると，国際理解教育の具

体的目標として，人間理解，異文化理解，自己

の確立，コミュニケーション能力，協調性の5

つに収敏されると提起した。

　上の5つを見ても分かるように，国際理解教

育は初等教育レベルの前期段階から素養するこ

とが望ましく，さらには学校の全教育活動の下

で実践されるためにも小・中学校の全教育課程

に焦点をあてた。しかし，現在の学校には問題・

課題が山積しており，国際化という新しい教育

課題に対応するためには教職員の力量形成・向

上させ，学校の組織を再編し，学校環境を整備

して初めて成果を挙げる推進力を持ちうるので

はないかというのがこの卒論の趣旨に繋がって

いる。そこで第2章からは教育課程の編成一実

施一評価の各段階に合わせ，特に人的・物的条

件の整備について考察している。

（第2章）国際理解教育という教育目標や研究

主題について教職員が共通理解の下で具現化さ

れなければならない。つまり教職員の民主性の

確保が必要となってくる。教育課程の編成にお

いて原案を作成する際に作成一調整一決定の段

階を踏んでいくが，その中心的主体を果たす

人・組織として校長，教務部，運営委員会，教

育課程編成（評価）委員会が一般的に考えられ

る。しかし，国際理解教育は研究と実践を相互

補完的に推進する必要があるため研究推進委員

会を設置し，そこに編成や評価の実質的な権限

を持たせる方法もある。例えば，（原案）作成

を教育課程編成（評価）委員会，調整を研究推

進委員会，決定を職員会議が行うといった具合

にさせたりと，研究推進委員会を中心にした学

校・教育課程経営をすべきであると提起した。

（第3章）　国際理解教育を実践する上で，各教

科における国際理解教育のための教材・指導法

がないことや教師自ら国際化に対応できる専門

性の欠如が大きな阻害要因になっている。その

ためにも校内研修（研究）組織の充実化は不可
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欠と言える。教材・指導法に関しては，従来の

一斉授業や講義式の授業一辺倒でなく，問題解

決学習や体験学習，地域の教材化といった授業

改善が必要であることが分かった。社会科や理

科を例にすると，地域を教材化する際に生徒自

身に課題を見つけさせ，教師と生徒が一緒に教

材を作り挙げていくことも可能である。また，

研究組織に求められるもう1つの役割，教師自

身の国際的資質を高めるプログラムについては

あまり確立されていない。国際理解教育の実践

が各学校，各教師の創意工夫に委ねられている

実態から言えば，その成否は教師の国際的資質

や実践力を養うプログラムの確立に左右される

のである。社会の教科書にあるような少しズレ

た歴史観に縛られない新聞や雑誌記事などにあ

る多様な歴史観について教師等が考え直すこと

も必要なのである。

（第4章）教育課程の評価における最も重要な

視点は国際理解教育の継続性の問題である。こ

れまでの傾向として行政の委嘱が終了すると教

員のやる気や教育内容に少なからず変化が見ら

れていた。そのため，学期末や学年末ごとの定

期的評価だけでなく，より短い単位で評価でき

るように常時的評価のリストをあらかじめ作成

しておくことも必要となるのである。さらに，

教員のやる気に関するものも評価の対象とな

る。つまり自己評価能力が必要となるが，場合

によってはアメリカのカリキュラム評価の実態

に見られるように生徒，親，行政，研究者など

の外部評価を取り入れることも考えられる。こ

のような評価により導かれた改善点は必ず文書

化して保存することも必要である。

　以上の考察から，国際理解教育の効果的実践

と教育課程経営の改善は相補的に関連すること

が分かった。学校組織の再編や学校環境の整備

によって，少しでも実践の推進力を持ちうるの

である。しかし，生徒には国際理解教育の絶対

的必要性があるにもかかわらず，何より教師自

身が国際化に対応できていないという問題の根

深さも分かった。生徒の需要と教師の供給のバ

ランスがとれていないのである。そのためにも，

早急に教師の養成教育の中に国際教育を位置づ

けたり，国際理解教育を専門とする専科教師の

養成など，これからの国際理解教育を実践する

上で学校の研究推進組織の中心となる人材の養

成・開発は最も大きな課題であろう。
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